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国⺠年⾦/厚⽣年⾦被保険者の⽅ 年⾦受給者の⽅ 社労士の方【本ページをご覧いただきたい主な対象の方】 市区町村の国⺠年⾦窓⼝の⽅

事業主の方

番号制度では、本⼈⼜はその代理⼈から個⼈番号の提供を受ける時に、番号利⽤法第１６条に基
づく本人確認措置を⾏うことが義務付けられています。
番号利⽤法に基づく本人確認措置では、「番号確認」と「身元（実存）確認」を⾏います。

番号確認 ：提供された個人番号が正しい番号であることの確認
身元（実存）確認：個⼈番号の提供を⾏う者が番号の正当な持ち主であることの確認

 ３号届は、厚⽣年⾦被保険者の被扶養配偶者である第３号被保険者が、厚⽣年⾦被保険者の勤務先
の事業主（船舶所有者を含む。以下同じ。）を経由して⽇本年⾦機構に届出を⾏います。

 第３号被保険者が３号届に本人の個人番号を記載して届出する場合は、事業主又はその委託を受け
た厚⽣年⾦被保険者が第３号被保険者の本⼈確認を⾏う必要があります。

 国⺠年⾦第３号被保険者関係届（以下「３号届」）における第３号被保険者の本⼈確認

※政府広報用リーフレットから引用



番号利⽤法に基づく本⼈確認措置について②
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国⺠年⾦/厚⽣年⾦被保険者の⽅ 年⾦受給者の⽅ 社労士の方【本ページをご覧いただきたい主な対象の方】 市区町村の国⺠年⾦窓⼝の⽅

事業主の方

３号届の⼿続きにおいて⾏われる本⼈確認措置の実施方法には、以下の３通りあり、確認方法毎
に、実施主体が異なります。

第３号被保険者の
本人確認

説明

①直接提出の場合 事業主
第３号被保険者が事業主等に３号届を直接提出する場合は、事業主が第３号被保険
者の本⼈確認を⾏います。

②代理提出の場合 事業主
厚⽣年⾦被保険者が第３号被保険者の委任を受けて、代理⼈として事業主等に３号
届を提出する場合は、事業主が第３号被保険者の本⼈確認を⾏います。

③確認事務の委託の場合 厚⽣年⾦被保険者
事業主が厚⽣年⾦被保険者に個⼈番号関係事務（本⼈確認の事務）を委託する場合
は、厚⽣年⾦被保険者が第３号被保険者の本⼈確認を⾏います。

※３通りの方法のうち、いずれの方法を採用するかは、事業主の判断に委ねられます。

 ３号届の様式の第３号被保険者欄に届出に係る委任の文言を追加します。

 第３号被保険者の本人確認措置の実施方法

３号届の様式の第３号被保険者欄に「※届書の提
出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□」
の文言を設けます。

⇒上記②のケースでは、３号届の□にチェック✔
を入れます。その場合は、様式を委任状として
取扱うことができ、第２号被保険者（厚⽣年⾦
被保険者）が第３号被保険者の代理⼈として事
業主に届書を提出することができます。
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